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研究成果の概要（和文）：本研究は職場における本音の抑制が生じる要因について明らかにすることを目的とし
ている。研究1, 2では，職場における本音の抑制と社会的自己制御及び組織風土の関連を検討した。研究2にお
いて，世代ごとの分析の結果，20歳代の“過剰な負担を拒否できない経験”と伝統性（組織風土）の関連は40歳
代の関連より強いことが明らかになった。研究3では，他の従業員より看護師の方が本音を抑制しやすいという
結果が示された。研究4では，仕事に関する自己報告が必ずしも本音とは一致しないことが見出された。

研究成果の概要（英文）：This research aims to reveal factors of concealing real thoughts at work. 
Study 1 and 2 examined relations of concealing real thoughts at work, social self-regulation, and 
organizational climate (OC). In study 2, analysis by generation revealed that the association 
between “experience of being unable to reject overwork” and tradition (OC) in their 20s is 
stronger than the association in their 40s. In study 3, the result indicated that nurses are more 
likely to conceal real thoughts than other employees. In study 4, it was found that self-reports 
about work do not necessarily correspond to real thoughts.

研究分野： 組織心理学

キーワード： 職場　本音の抑制　組織
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 看護師の職場における人間関係について
はバーンアウトの要因という観点から注目
されてきた（e.g., 稲岡, 1995; 田尾・久保, 
1996）。一瀬 (2006) による日本国内の文献
のレビューによれば，上司・同僚・部下との
対人関係に関するストレッサーはバーンア
ウトの下位因子すべてと関連があるとされ
ている。また，バーンアウトは失敗傾向とも
関連する（e.g., 北岡, 2005; van der Linden, 
Keisers, Eling, & van Schaijk, 2005）。この
ように，看護師等の対人援助職の職場におい
ては人間関係がバーンアウトと関連し，失敗
傾向を増加させることが先行研究で示され
ており，様々な形で不適応状態に結びついて
いると考えられる。 
 特に本音の抑制については感情制御の研
究が進んでおり，感情の表出を抑えることに
よって情緒的消耗感が高くなることが明ら
かにされている (Grandey, Fisk, & Steiner, 
2005)。さらに，記憶パフォーマンスの低下
につながることも実験等によって示されて
いる (Richards & Gross, 1999, 2000)。しか
し，それが看護師同士の関係においてどの程
度見られるのかは定かではない。また，職場
において本音の抑制が日常的に経験される
要因についてはまだ検討の余地がある。 
 
２．研究の目的 
(1)職場における本音の抑制という日常経験
は，本音を抑制しやすいという個人要因と本
音を抑制する必要が生じやすいという社会
的環境がどう関連しているのか特定する。 
(2)本音の抑制がどのようにバーンアウト及
び失敗傾向につながっているのか明らかに
する。 
(3)職場における本音の抑制について，看護
職と一般従業員（ここでは会社員や公務員等
とする）の間に違いがあるのか検討する。 
 
３．研究の方法 
 上記の目的(1)～(3)について検討するた
め，以下の 4つの研究を実施した。 
 
(1)この研究では，主に目的(1)について検討
するため，看護師を対象に調査を実施した。
最初に，職場で本音の抑制を経験する頻度を
測るために看護師 13 名を対象として予備調
査を実施し，17 項目からなる尺度を作成した。
本調査では，予備調査の回答者とは別の看護
師453名を対象にこの尺度を含む質問紙調査
を実施した。性別は女性 422 名（93.16%），
男性 24 名（5.30%），不明 7名（1.54%）であ
った。回答者の年齢は平均 34.22 歳 (SD = 
10.45)，看護師としての経験年数は平均
11.01 年 (SD = 9.94)，現在の部署の経験年
数は平均 2.80 年 (SD = 3.17) であった。 
質問紙は，予備調査で作成した本音の抑制

の尺度の他，橋本 (2005) の対人ストレッサ
ー尺度，原田・吉澤・吉田 (2008) の社会的

自己制御尺度（SSR），福井他 (2004) の組織
風土尺度 12 項目版（OCS-12）で構成されて
いた。すべて「0. まったくない」～「3. し
ばしばある」で回答を求めた。 
 
(2)この研究では，目的(1)について看護職以
外の一般従業員を対象に検討した。また，特
に本音を表出できないという経験（以下，表
出不能経験）に焦点を当てた。最初に，職場
における表出不能経験の頻度を測るために
民間の組織で働く従業員 13 名を対象として
予備調査を実施し，17 項目からなる尺度を作
成した。本調査では，予備調査で作成した 17
項目を用いて従業員400名を対象にオンライ
ン調査を実施した。回答者の性別は男性 219
名（54.75%），女性 181 名（45.25%）であっ
た。年齢は平均 41.41 歳 (SD = 11.91)，社
会人としての経験は平均 18.98 年 (SD = 
11.98)，現在の部署の経験年数は平均 6.18
年 (SD = 6.67) であった。 
予備調査で作成した表出不能経験の尺度

の他，調査票は，対人ストレッサー尺度，社
会的自己制御尺度（SSR），組織風土尺度 12
項目版（OCS-12）で構成されていた。すべて
「0. まったくない」～「3. しばしばある」
で回答を求めた。 
 
(3)この研究では目的(2)及び(3)について検
討するために，看護職と一般従業員それぞれ
に同じ内容の調査を実施して比較した。具体
的には，調査会社に委託して登録モニター
1200 名（看護職 600 名，一般従業員 600 名）
を対象に web 調査を実施した。看護職の性別
は女性 530 名（88.33%），男性 70 名（11.67%）
であり，年齢は平均 42.91 歳 (SD = 9.19) で
あった。一般社会人の性別は女性 286 名
（47.67%），男性 314 名（52.33%）であり，
年齢は平均43.33歳 (SD = 12.41) であった。 
 質問票では，上記(2)で作成した表出不能
経験の尺度の他，バーンアウト及び失敗傾向
について回答を求めた。バーンアウトについ
ては，久保・田尾 (1994) が Maslach & 
Jackson (1981) の MBI を日本語に翻訳し，
日本の現場に合うように改変したバーンア
ウト尺度を使用した。失敗傾向については，
松本・臼井 (2012) で用いられた項目を使用
した。これは，山田 (1990) によって翻訳さ
れ た Cognitive Failures Questionnaire 
(Broadbent, Cooper, Fitzgerald, & Parkes, 
1982) の日本語版を参考に職場向けに作成
された。すべて「0. まったくない」～「3. し
ばしばある」で回答を求めた。 
 
(4)この研究では目的(1)について明らかに
するために，仕事に対する潜在的態度（本音）
と自己報告による顕在的態度（表出）のギャ
ップを測定する実験を実施し，日頃の表出不
能経験及びバーンアウトとの関連を検討し
た。実験参加者は一般社会人 28 名（女性 18
名，男性 10名）であった。平均年齢は 30.00



歳 (SD = 7.94) であった。場所は実験参加
者の希望に応じて大学の実験室と実験参加
者の勤務先（会議室等の静寂が確保できる部
屋）のいずれかを使用した。 
 潜在的態度を測定する実験及び質問票へ
の回答はすべて同じ機種のノートパソコン
を用いて実施した。潜在的態度の測定には潜
在連合テスト Implicit Association Test 
(IAT) を用いた。課題は，単語を「休日」と
「仕事」に分類する内容と「快」と「不快」
に分類する内容で構成した。「休日」と「仕
事」の分類に用いる単語は予備調査で収集し，
作成した。「快」と「不快」の分類には川上・
吉田 (2010) で使用された単語を用いた。顕
在的態度は「休日」と「仕事」の分類に用い
た単語について質問票で快または不快の程
度について 7件法で回答を求めた。日頃の表
出不能経験の頻度とバーンアウトについて
は上記(3)と同じ尺度を用いた。 
 
４．研究成果 
 上記３に示した 4点の研究より，以下の成
果を得た。番号は上記３に対応している。 
 
(1) この研究では，本調査の因子分析の結果，
表出不能因子及び表出制御因子が見出され
た。表出不能，表出制御共に対人ストレッサ
ーと正の関連が確認された。上司，同僚共に
特に対人ストレッサーの下位概念である対
人摩耗との関連が見られたため，日常的に抑
制されている本音は表面化することがなく
ストレッサーとなると考えられる。また，個
人要因の社会的自己制御及び環境要因の組
織風土との関連も確認された。特に，社会的
自己制御との関連について，表出不能は自己
主張との有意な負の相関が見られ，表出制御
は感情・欲求抑制との有意な正の相関が見ら
れるという特徴の違いも示された。したがっ
て，表出不能は社会的自己制御の能力があれ
ば回避できる可能性があるのに対し，表出制
御は能力があるがゆえに生起する可能性が
増すという点で異なる。一方で，組織風土と
の関連については因子ごとの明確な特色は
見られなかった。したがって，本音の抑制は
自己主張の低さまたは感情・欲求抑制の高さ
という個人要因によってのみ経験されるの
ではなく，個人が置かれている環境の要因も
関連しているためにそのような経験は常態
化するといえる。 
 本音の抑制は2因子で構成されていたため，
現場のコミュニケーションにおけるストレ
ッサーについて対応する際は表出不能と表
出制御の両方を考慮する必要があるといえ
る。特に組織風土は両因子との関連が見られ
たことから，社会的環境要因の改善は表出不
能と表出制御の両方への効果が期待できる。
それに対し，特にどちらかへの対応を考える
際は因子ごとに異なる関連が見られた社会
的自己制御へのアプローチが有効であると
考えられる。ただし，表出制御については感

情・欲求抑制の能力の高さが関連している。
看護師の感情労働という側面において，この
能力は職務の遂行のために求められる能力
である。そのため，感情・欲求抑制の能力を
下げるという方法は現実的ではない。したが
って，表出制御については特に社会的環境要
因からのアプローチが必要であると考えら
れる。それにより，看護師間では過度に本音
を抑制せずにコミュニケーションが可能と
なるよう考えていく必要がある。 
 
(2)この研究では，本調査における因子分析
の結果より，表出不能経験においては不服伝
達不能経験7項目及び過剰負担拒否不能経験
7項目の合計14項目からなる尺度の作成に至
った。両因子共に，対人ストレッサーとの関
連が確認された。共に平均値は中点をやや下
回る程度であり，世代による得点の差は見ら
れなかった。予備調査では回答者の年齢が若
かったが，本調査の結果より全世代において
経験頻度に差は無いことが示された。全体の
0 次相関で見ると，本音の表出不能経験は自
己主張と有意な負の相関が見られたのに対
し，感情・欲求抑制とは相関が見られず，予
測は支持された。したがって，結果として表
出できないまま過ぎていくという経験は，個
人の能力を以て敢えて表出しないこととは
区別されるべきであるといえる。 
 その他，本研究により大きく 3点が示され
たといえる。1 点目は，不服伝達不能経験は
社会的自己制御という能力と一部に関連が
見られたのに対し，対上司・先輩の対人摩耗
はほとんど関連が見られなかったことであ
る。これは表出できないことと表出しないこ
との違いを反映していると考えられる。 
2 点目は，不服伝達不能経験は世代に関わ

らず一貫して伝統性（組織風土）との関連が
示されたことである。そのため，適切に本音
を言えるようにするには個人への介入だけ
では不十分であると考えられる。個人への介
入によって適切に本音が言えるようになっ
たとしても，当該の組織における伝統性とは
相容れずかえって個人と組織の双方にとっ
て望ましくない結果を招く可能性もある。 
3 点目は，30歳未満では伝統性が過剰負担

拒否不能経験の主たる要因であるが，40～50
歳では自己主張能力の不足が主たる要因と
なることである。ただし，対人摩耗も含めて
全体的に見ると，伝統性が一貫して本音の表
出を妨げているという結果であった。本研究
では本音の表出不能経験が実際に個人及び
組織にとってどの程度不利益になるのか直
接は検討していないが，もしそれにより少な
くともどちらかに不利益が生じるのであれ
ば，それは組織自体が変わらなければ解決し
えないことを本研究の結果は示唆している。
たとえば松本・臼井 (2010, 2012) の調査で
は本音の抑制が個人の情緒的消耗感や失敗
傾向と関連することが示されている。また，
それが組織の生産性と関連する可能性もあ



る。今後は，本音の表出不能経験が個人，対
人関係，組織等にどのような影響を及ぼすの
か検討することも必要である。 

なお，不服伝達不能経験は 1項目を除いて
すべて上司・先輩との関係に関する内容であ
った。そのため，背景要因を探ることを目的
に上司‐部下関係について追加調査を実施
した。その結果，上司目線でも部下目線でも
認知，行動の過程は概ね一致していることが
確認された。したがって，不服伝達不能経験
は対上司に限らないと考えられる。 
 
(3)本音の表出不能経験について，看護職と
一般従業員の尺度得点の違いは一部に見ら
れたが，効果量は小さく決定的な要因とはい
えないことが示された。一方で，看護職と一
般従業員の多母集団同時分析の結果より，表
出不能経験とバーンアウトの関連は看護職
の方が一般従業員より弱いことが明らかに
なった。したがって，看護職におけるバーン
アウトの主な特徴は得点の量的差異にある
わけではなく，関連する要因にあるといえる。
具体的には，看護職は一般従業員より本音の
表出不能経験による影響を受けにくいと考
えられる。今後は，看護職において表出不能
経験からバーンアウトへの影響を緩衝する
要因を特定する必要がある。もし看護職で用
いられているコーピングやサポートに有効
な方略があるなら一般従業員への応用など
の展開が考えられる。 
ただし，看護職のバーンアウト得点が一般

従業員より低いわけではないため，本音の表
出不能経験とは別に看護職特有の要因が存
在する可能性がある。それについて特定する
ことも今後の研究に求められる。一瀬 
(2006) により看護職のバーンアウトに影響
するストレッサーがまとめられているが，特
にどの要因が重要であるか的を絞るために
はこれまでの研究結果を用いたメタ分析が
必要である。久保・田尾 (1994) の日本版バ
ーンアウト尺度は日本の現場に合わせて作
成されたため，国内の現場における対策を考
える上でメタ分析の重要性は高いといえる。 
 
(4)IAT の結果，仕事に対する潜在的態度は 1
名を除き全員がネガティブであった。潜在的
態度の得点と顕在的態度の得点によるクラ
スタ分析の結果，①潜在的態度・顕在的態度
共に極度にネガティブ，②潜在的態度・顕在
的態度共にネガティブ，③潜在的態度はネガ
ティブであるが顕在的態度はポジティブと
いう 3つに分かれた。①は 2名しかいなかっ
たため以降の分析では除外し，②と③につい
て表出不能経験及びバーンアウトの得点を
比較した。その結果，不服伝達不能経験と情
緒的消耗感については，③の方が②より低い
ことが示された (Figure 1)。 
 当初は潜在的態度（本音）と顕在的態度に
ギャップがある場合もストレスフルである
と予測していたため，上記の結果は仮説とは

異なる。この点については，たとえ本音では
仕事に対してネガティブであっても，本人が
ポジティブであると思い込んでいれば必ず
しもストレスフルではないという可能性が
考えられる。ただし，ストレスフルではない
ということも思い込みで，自身のストレスに
ついて無自覚である可能性もある。後者の場
合，かえってストレスへの対策がとられにく
いと考えられるため，ポジティブという思い
込みの効果についてはさらに慎重な検討が
必要である。 
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